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(証券コード　6054)
平成29年３月８日

株 主 各 位
東 京 都 品 川 区 上 大 崎 二 丁 目 2 5 番 ２ 号
株 式 会 社 リ ブ セ ン ス
代表取締役社長　　村上  太一

第11回　定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社の第11回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年３月28日（火曜日）午後７時
までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年３月29日（水曜日）　午前10時
（受付開始予定時刻　午前９時30分)

２．場 所 東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号
エビススバルビル「EVENT SPACE EBiS303」
カンファレンススペースABC（５階）
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

本年より、株主総会にご出席の株主様へのお土産はとりやめとさせていただくことと
なりました。何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。
３．目的事項

報告事項 １．第11期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）
事業報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第11期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役５名選任の件

以　上
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※　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。

※　株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.livesense.co.jp）に掲載させていただきます。

※　当社は、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、本定時株主総会招集ご通知に際して提供
すべき書面のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.livesense.co.jp）に掲載して
おりますので、本定時株主総会招集ご通知の提供書面には記載しておりません。なお、会計
監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類及び
計算書類には、この「連結注記表」及び「個別注記表」も含まれております。

※　代理人によるご出席は、当社の議決権を有する他の株主様１名に限らせていただきます。こ
の場合、議決権行使書用紙とともに委任状等の代理権を証明する書面が必要となりますの
で、会場受付にご提出ください。株主様ではない代理人及び同伴の方など議決権を有する株
主様以外の方は、本定時株主総会にご出席いただけません。
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招集ご通知



2017/03/01 22:28:58 / 16250942_株式会社リブセンス_招集通知（Ｆ）

（提供書面）

事 業 報 告

（平成28年 1 月 1 日から
平成28年12月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果
　当社グループが事業を展開するインターネット業界は、スマートデバイスの普及
拡大を背景に、引き続きインターネット利用が増加傾向にあります。
　このような事業環境の中、当社グループでは、求人情報メディアを始めとする複
数のインターネットメディアを運営しております。
　当連結会計年度は、求人情報メディア事業において転職クチコミサイト「転職会
議」のマネタイズ強化や、正社員転職サイト「ジョブセンスリンク」の採用率向上
に向けた求職者向け電話サポートの強化を行いました。また、今後のサービス規模
拡大を見据えたサポート体制強化ならびに運用効率化を目的として、宮崎オフィス
を平成28年８月に拡張移転いたしました。不動産情報メディア事業においては不
動産情報サービス「IESHIL（イエシル）（β版）」のマネタイズを開始し、イー
コマース事業においては前連結会計年度に連結子会社となった株式会社wajaの業
績が通期で寄与いたしました。その他事業においては、新たに平成28年２月より、
競争入札型転職サービス「転職ドラフト」を開始いたしました。
　費用面では、従業員数増加に伴い人件費が増加したものの、広告出稿の効率化に
より広告宣伝費を圧縮した結果、経常利益は大きく改善いたしました。一方で、当
第２四半期に連結子会社である株式会社wajaに係る減損損失を計上いたしました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は5,366,573千円（前期比5.9％増）、経
常利益は574,644千円（前期比2,899.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益
は28,399千円（前期比161.5％増）となりました。

　各事業の業績は、次のとおりであります。

ａ．求人情報メディア事業
　求人情報メディア事業におきましては、成功報酬型ビジネスモデルを活用した
アルバイト求人サイト「ジョブセンス」、正社員転職サイト「ジョブセンスリン
ク」、派遣社員求人サイト「ジョブセンス派遣」の３サイトに加え、転職クチコ
ミサイト「転職会議」、新卒就活サービス「就活会議（β版）」を分類しており
ます。

－ 3 －
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　当連結会計年度は、「ジョブセンス」において採用課金の強みを活かし、案
件・ユーザー数の拡大、及び適切なレコメンデーション機能実装に取り組み、一
定の効果が見え始めたものの、前期比では生産性向上を優先した広告宣伝費圧縮
の影響により、売上高が減少いたしました。「ジョブセンスリンク」では、求職
者の採用率の向上を目的としたサイトの表示改善及び電話サポートの強化等に
注力しました。また、「転職会議」は、大手求人サイト・人材紹介会社へのユー
ザー送客、事業法人向け採用支援サービスを始めとするマネタイズチャネルの拡
大を推進いたしました。新卒就活サービス「就活会議（β版）」につきまして
は、平成29年度卒業生の累計会員数が約12万人となり、サービスの認知及び利
用が順調に進みました。
　この結果、売上高は4,543,055千円（前期比0.3％減）、セグメント利益は
1,708,354千円（前期比45.4％増）となりました。
　各サイトの売上高は、次のとおりであります。
　・ジョブセンス： 2,229,329千円（前期比　　10.4％減）
　・ジョブセンスリンク： 1,332,000千円（前期比　　　3.1％増）
　・転職会議： 861,647千円（前期比　　38.0％増）
　・その他（ジョブセンス派遣、就活会議）：

120,078千円（前期比　　20.2％減）

ｂ．不動産情報メディア事業
　不動産情報メディア事業におきましては、成功報酬型ビジネスモデルを活用し
た賃貸情報サイト「DOOR賃貸」に加え、当第２四半期より、不動産情報サー
ビス「IESHIL（イエシル）（β版）」を分類しております。
　当連結会計年度は、「IESHIL（イエシル）（β版）」においてAIによる不動
産会社紹介サービスを開始するなどマネタイズに着手したものの、「DOOR賃
貸」にて一部顧客の契約見直し等があり、売上高は235,849千円（前期比5.5％
減）となりました。セグメント損失は、新規事業である「IESHIL（イエシル）
（β版）」の立ち上げ費用により60,957千円（前期セグメント損失24,764千
円）となりました。

ｃ．イーコマース事業
　イーコマース事業におきましては、連結子会社である株式会社wajaが運営す
る海外ファッションECサイト「waja」等を分類しており、貸借対照表は平成27
年12月期第２四半期から、損益計算書は同第３四半期から連結しております。
　当連結会計年度は、株式会社wajaの業績が通期で寄与したことから、売上高
は前連結会計年度を大幅に上回りました。「waja」においては、新規集客施策
の実施に遅れがあったものの、会員向けのメールマーケティング強化や取扱商品
の拡充等の販売促進に取り組みました。
　この結果、売上高は439,443千円（前期比101.2％増）、セグメント損失は
58,391千円（前期セグメント損失38,885千円）となりました。
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ｄ．その他事業
　その他事業におきましては、テスト運用中のサービスを含む複数の新規事業及
び検索エンジン対策を中心としたWebマーケティングに関する助言業務による
収入等を分類しております。
　当連結会計年度は、株式会社ユニラボとの共同運営によるBtoBのサービス比
較・発注情報サイト「アイミツ」や、医療情報サイト「治療ノート」の利用拡大
や早期収益化に取り組む一方、新たに競争入札型転職サービス「転職ドラフト」
を開始いたしました。
　この結果、売上高は148,314千円（前期比213.7％増）、セグメント損失は
69,834千円（前期セグメント損失105,137千円）となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度におきましては、サーバー設備に対する投資等を行った結果、
設備投資総額は27,016千円となりました。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受の状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状
況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

－ 5 －
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第８期
(平成25年12月期)

第９期
(平成26年12月期)

第10期
(平成27年12月期)

第11期
(当連結会計年度)
(平成28年12月期)

売 上 高 (千円) － 4,279,510 5,069,357 5,366,573

経 常 利 益 (千円) － 638,448 19,160 574,644
親会社株主に帰
属する当期純利
益

(千円) － 395,290 10,859 28,399

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) － 14.20 0.39 1.01

総 資 産 (千円) － 3,422,170 3,645,146 3,983,939

純 資 産 (千円) － 3,075,040 3,099,288 3,125,708

１ 株 当 た り
純 資 産 (円) － 108.94 109.23 110.32

 (注) １．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり
純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．第９期に平成26年１月１日付で１株を２株に株式分割しております。
３．第９期より連結計算書類を作成しております。

－ 6 －
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第８期
(平成25年12月期)

第９期
(平成26年12月期)

第10期
(平成27年12月期)

第11期
(当事業年度)

(平成28年12月期)

売 上 高 (千円) 4,256,153 4,279,510 4,851,411 4,927,219

経 常 利 益 (千円) 1,585,828 644,735 60,201 612,099

当 期 純 利 益 (千円) 983,830 401,577 34,000 5,364

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) 35.58 14.42 1.21 0.19

総 資 産 (千円) 3,383,196 3,422,965 3,497,018 3,815,974

純 資 産 (千円) 2,657,081 3,075,979 3,112,186 3,117,313

１ 株 当 た り
純 資 産 (円) 95.09 108.97 110.28 110.43

 (注) １．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり
純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．第８期に平成25年７月１日付で１株を２株、第９期に平成26年１月１日付で１株を２株に
株式分割しております。１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産は、当該株式分割が第
８期の期首に行われたものとして算出しております。

⑶　対処すべき課題
　当社グループは、下記の６つを対処すべき課題と認識し、解決に向けた対応を
推進しております。

① 既存事業の規模拡大
　当社グループの既存事業である求人・不動産・イーコマース領域は、各々市
場規模が大きい一方で、未だ当社グループのサービス提供規模は小さく成長途
上にあります。当社グループでは、各サービスを誰もが“あたりまえ”に使うサ
ービスへと成長させるべく、サービスの拡充・改善やサイトのユーザビリティ
向上、プロモーション活動、サービスブランド認知の向上等に注力し、事業規
模拡大を図ってまいります。

② 新規事業展開による収益基盤の強化
　当社グループの収益は、平成28年12月期現在、売上高の84.7％が求人情報メ
ディア事業によるものであり、事業ポートフォリオに偏りがあります。求人情
報メディア事業は、景気や雇用情勢、季節性の影響等により業績変動があるこ
とから、当社グループでは、事業ポートフォリオの分散によって、より安定的

－ 7 －
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な収益基盤の確立を目指しております。このため、新規事業の開発や収益拡大
により、事業領域を拡大させることで、収益基盤の強化を図ってまいります。

③ 経営管理体制の強化
　当社グループでは、当社ならびに連結子会社が運営する事業の多様化等を背
景に、各事業について事業計画の進捗や施策の効果測定といった経営管理体制
を強化する必要があると認識しております。より迅速に適切な経営判断ができ
る基盤を整備することで、当社グループの成長とステークホルダーの皆様の信
頼性向上を図ってまいります。

④ 競争優位の確立
　当社グループは、中長期的な事業拡大を図るにあたり、サービスの価値向上
による競争優位の確立を目指しております。競争力のあるサービス開発の原動
力となる優秀な人材の確保に注力するとともに、従業員の適切な人員配置や人
材育成の強化に努めてまいります。事業運営においては、各サービスで収集さ
れた行動履歴等のデータ及び当社独自のデータ分析基盤を重要な技術的資産と
位置付け、顧客満足度の向上や事業の強化を推進いたします。

⑤ システムの安定性の確保
　当社グループは、インターネット上にてサービスを提供しており、安定した
事業運営を行うにあたり、サーバー設備の強化や負荷分散システムの導入とい
った設備投資が必要不可欠であると認識しております。今後につきましても、
新規事業の立ち上がり等に伴うアクセス数の増加を考慮し、継続的かつ適時適
切な設備投資を行うことで、システムの安定性確保に努めてまいります。

⑥ 情報管理体制の強化
　個人情報やインサイダー情報等の機密情報について、社内規程の厳格な運用、
定期的かつ継続的な社内教育の実施、セキュリティシステムの整備等により、
情報管理の強化徹底を図ってまいります。

－ 8 －
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⑷　主要な事業内容（平成28年12月31日現在）
項 目 事 業 内 容

求 人 情 報 メ デ ィ ア 事 業

アルバイト、正社員・契約社員、派遣社員の求人
情報サイト及び転職クチコミサイト等の運営
主要なサービス：
「ジョブセンス」、「ジョブセンスリンク」、
「転職会議」等

不 動 産 情 報 メ デ ィ ア 事 業
不動産情報サイトの運営
主要なサービス：
「DOOR賃貸」、「IESHIL（イエシル）（β版）」

イ ー コ マ ー ス 事 業
ECサイトの運営
主要なサービス：
「waja」（当社連結子会社である株式会社waja
が運営）等

そ の 他 事 業

上記以外の各種サイトの運営
主要なサービス：
医療情報サイト「治療ノート」、競争入札型転職
サービス「転職ドラフト」、BtoBのサービス比
較・発注情報サイト「アイミツ」（株式会社ユニ
ラボと共同運営）等

⑸　主要な事業所（平成28年12月31日現在）
　当社

名 称 所 在 地
本社 東京都品川区
宮崎オフィス 宮崎県宮崎市

　子会社
名 称 所 在 地
株式会社waja 東京都港区

－ 9 －

主要な事業内容、主要な事業所
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⑹　従業員の状況（平成28年12月31日現在）
　①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
282名 59名増

 (注) １．従業員兼務取締役及び臨時従業員（準社員、契約社員、アルバイト及び派遣社員）は含まれ
ておりません。

　　　２．従業員数が増加した主な理由は、事業拡大を目的とした採用によるものであります。

　②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

254名 62名増
 (注) １．従業員兼務取締役及び臨時従業員（準社員、契約社員、アルバイト及び派遣社員）は含まれ

ておりません。
　　　２．従業員数が増加した主な理由は、事業拡大を目的とした採用によるものであります。

⑺　重要な親会社及び子会社の状況
　①　親会社の状況

　該当事項はありません。

　②　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 事 業 内 容

株式会社waja 153百万円 70.3％ ECサイトの運営

⑻　主要な借入先の状況（平成28年12月31日現在）
　該当事項はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 10 －
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２．株式に関する事項（平成28年12月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 96,000,000株

⑵　発行済株式の総数 28,105,600株

⑶　株主数 8,780名

⑷　上位10名の株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

村　上　太　一 13,744,600株 48.90％

桂　　　大　介 2,698,000株 9.59％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口） 677,900株 2.41％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託
口） 367,500株 1.30％

石　見　健　太 209,200株 0.74％

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE－AC) 196,900株 0.70％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口1） 172,800株 0.61％

岩　崎　優　一 152,000株 0.54％

中　田　忠　雄 150,000株 0.53％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口5） 148,000株 0.52％

（注）　持株比率は自己株式（320株）を控除して計算しております。

－ 11 －

株式の状況
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３．会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当事業年度の末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

第３回新株予約権 第４回新株予約権

発行決議の日 平成26年２月14日 平成27年３月12日

保有人数

当社取締役（社外取締役を除く） ２名 １名

新株予約権の数 180個 68個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 18,000株 6,800株

新株予約権の発行価額 １株当たり１円 １株当たり１円

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,962円 １株当たり614円

⑵　当事業年度中に従業員等に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 12 －

新株予約権等の状況
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（平成28年12月31日現在）
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 村 上 太 一 事業部門及び管理部門を所管

取 締 役 桂 　 大 介 事業支援部門を所管

取 締 役 中 島 　 真 株式会社waja　取締役

取 締 役 本 田 浩 之 株式会社オルトプラス　取締役
株式会社ダブルスタンダード　取締役

常 勤 監 査 役 江 原 準 一 株式会社クラウドワークス　監査役

監 査 役 尾 崎 　 充 尾崎公認会計士事務所　所長
アクティベートジャパン税理士法人　代表社員
株式会社アクティベートジャパンコンサルティ
ング　代表取締役

監 査 役 吉 澤 　 尚 弁護士法人漆間総合法律事務所　副所長
株式会社エスクリ　監査役
株式会社ジーニー　監査役

（注）１．本田浩之氏は、社外取締役であります。同氏は、東京証券取引所が指定を義務付けている独
立役員であります。

２．尾崎充氏及び吉澤尚氏は、社外監査役であります。両氏は、東京証券取引所が指定を義務付
けている独立役員であります。

３．監査役尾崎充氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。

４．監査役吉澤尚氏は、弁護士の資格を有しており、会社法務に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は社外取締役及び監査役の全員と会社法第427条第1項の規定に基づき、損
害賠償責任を限定する契約を締結しています。当該契約に基づく責任の限度額は、
法令が規定する額としています。

－ 13 －

会社役員の状況
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⑶　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 人 員 支 給 額

取締役
（うち社外取締役）

４名
（１名）

47,997千円
(4,800千円)

監査役
（うち社外監査役）

３名
（２名）

12,240千円
(7,200千円)

合　計
（うち社外役員）

７名
（３名）

60,237千円
(12,000千円)

（注）１．株主総会決議による役員報酬限度額
取締役分：年額70,000千円
監査役分：年額30,000千円

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．平成28年12月31日現在の支給人員は取締役４名、監査役３名であります。

⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等

との関係
・監査役　尾崎充氏は、尾崎公認会計士事務所所長、アクティベートジャパ

ン税理士法人代表社員、株式会社アクティベートジャパンコンサルティン
グ代表取締役であります。当社と当該他の法人等との間には、特別の利害
関係はありません。

・監査役　吉澤尚氏は、弁護士法人漆間総合法律事務所　副所長であります。
当社と当該他の法人等との間には、特別の利害関係はありません。

②　他の法人等の社外役員等の重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関
係
・取締役　本田浩之氏は、株式会社オルトプラス及び株式会社ダブルスタン

ダードの社外取締役であります。当社と当該他の法人等との間には、特別
の利害関係はありません。

・監査役　吉澤尚氏は、株式会社エスクリ、株式会社ジーニーの社外監査役
であります。当社と当該他の法人等との間には、特別の利害関係はありま
せん。

③　主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

－ 14 －

会社役員の状況
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④　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 本　田　浩　之
当事業年度に開催された取締役会15回のうち
すべてに出席し、人材業界を中心とする豊富な
経験から、必要に応じ、当社の経営上有用な指
摘、意見を述べております。

社外監査役 尾　崎　　　充

当事業年度に開催された取締役会15回のうち
すべてに、及び監査役会14回のうちすべてに
出席し、主に公認会計士としての専門的見地か
ら、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、意
見を述べております。

社外監査役 吉　澤　　　尚

当事業年度に開催された取締役会15回のうち
14回、及び監査役会14回のうち13回に出席
し、主に弁護士としての専門的見地から、必要
に応じ、当社の経営上有用な指摘、意見を述べ
ております。

－ 15 －

会社役員の状況
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

　有限責任監査法人トーマツ

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社の当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 17,500千円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,500千円
 (注) 1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に
係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　2.　監査役会は、会計監査人の監査計画、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積もり
の算定根拠等を確認し、審議した結果、会計監査人の報酬等の額につき、同意の判断をいた
しました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、又は職務を怠り、もし
くは会計監査人としてふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査人である
ことにつき当社にとって重大な支障があると判断した場合には、会社法第340条
の規定により、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。
　また、上記場合のほか、監査役会は、会計監査人の適正又は独立性を害する事
由の発生により、職務を適切に遂行することが困難であると認められる場合等に
おいて、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
　当社が取締役会において決議した内部統制に関する基本方針は以下のとおりです。
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
①　法令、定款及び社会規範等の遵守を目的として「コンプライアンス規程」を

定めるとともに取締役及び使用人に対して必要な啓蒙、教育活動を推進する。
②　外部の顧問弁護士等の専門家を通報窓口とする内部通報制度を制定し、不正

行為等の防止及び早期発見を図る。
③　監査役は、「監査役監査規程」に基づき、公正普遍な立場から取締役の職務

執行状況について適宜監査を実施する。また、監査役は、会社の業務に適法
性を欠く事実、又は適法性を欠くおそれのある事実を発見したときは、その
事実を指摘して、これを改めるよう取締役会に勧告し、状況によりその行為
の差止めを請求できる。

－ 16 －

会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制
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④　内部監査人は、「内部監査規程」に基づき、業務運営及び財産管理の実態を
調査し、取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款に適合しているかを確
認し、必要に応じて、その改善を促す。また、内部監査人は、監査の結果を
代表取締役社長に報告する。

⑤　反社会的勢力に対しては、いかなる場合においても、金銭その他の経済的利
益を提供しないことを基本姿勢とし、これを当社及び子会社内に周知し明文
化する。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、「文書管理規程」に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書
又は電磁的媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は、必要に応じてこ
れらを閲覧できる。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、当社の損失の危険に対処するため、各種社内規程を整備し、適宜見
なおす。また、経営推進部が主管部署となり、各部門との情報共有及び定期
的な会合等を行い、リスクの早期発見と未然防止に努める。不測の事態が発
生した場合には、代表取締役社長を統括責任者として、全社的な対策を検討
する。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務執行の

監督等を行う。毎月１回の定時取締役会を開催するほか、迅速かつ的確な意
思決定を確保するため、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

②　各部門においては、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」に基づき権限の
委譲を行い、責任の明確化を図ることで、迅速性及び効率性を確保する。

⑸　当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）におけ
る業務の適正を確保するための体制

ａ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
①　子会社の事業運営に関わる重要事項が当社に適切に報告され、所定の手続き

に従い審議される体制を維持する。
②　当社の監査役及び当社の内部監査人は、上記①の報告を受けた上で必要と認

めた場合は、子会社の取締役等及び使用人の職務執行状況の監査、指導を行
う。

ｂ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　当社は、子会社の損失の危険に対処するため、各種社内規程を整備し、適宜

見なおす。また、子会社管理担当部門は、経営推進部と協力の上、当社グル
ープ内におけるリスクの早期発見と未然防止に努める。不測の事態が発生し
た場合には、当社の代表取締役社長を統括責任者として、全社的な対策を検
討する。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制
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ｃ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制

　　当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、子会社の取締役等
の合理的な業務分掌及び責任の明確化を図るための各種社内規程の整備によ
り、当社グループ経営の適正かつ効率的な運営を推進する。

ｄ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制

　　当社は、子会社に、その事業内容や規模等に応じた教育活動や内部通報制度
等のコンプライアンス推進体制を構築させ、不正行為等の防止及び早期発見
を図る。

⑹　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに監
査役からの当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と協
議の上、必要に応じて監査役の職務を補助する使用人を配置する。また、監
査役の職務を補助する使用人の職務に関しては、取締役その他の上長等の指
揮命令を受けない。なお、その人事異動・処遇については、取締役と監査役
とが協議の上で決定することとし、取締役からの独立性を確保する。

⑺　監査役への報告に関する体制
ａ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制
①　監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取

締役会等の重要な会議に出席し、必要に応じて取締役会議事録並びに稟議書
等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めるこ
とができる。

②　取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業績に
重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状
況及びその内容を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に
行えるよう協力する。

ｂ．子会社の取締役及び監査役（以下併せて「役員」という）並びに使用人又は
これらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

①　子会社の役員及び使用人は、当社の監査役から業務執行に関する事項につい
て報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

②　子会社の役員及び使用人は、法令等の違反行為等、当社又は当社の子会社に
著しい損害を及ぼすおそれのある事実については、速やかに当社の監査役へ
報告を行う。
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⑻　監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受
　　けないことを確保するための体制

当社は、監査役への報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当
社グループの役員及び使用人に周知徹底する。

⑼　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をし
たときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと合理的に認められる場合を
除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑽　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　監査役は、内部監査人と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて内部監査に

立ち会うことができる。また、監査役は、会計監査人と定期的に会合を持って
情報交換を行い、必要に応じて会計監査人に報告を求めることができる。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。
⑴　上記に掲げた内部統制システムの基本方針に基づき、当社及び子会社の内部統

制システム全般の整備・運用状況について、内部監査人が中心となり、重要な
不備がないかモニタリングを実施し、その結果を代表取締役社長に報告してお
ります。また、当社の各部門に対しては、コンプライアンスに対する意識づけ
を定期的に行い、その浸透及び体制の強化を図っております。

⑵　当社は、内部通報制度を設けており、外部顧問弁護士等に内部通報窓口を設置
し、通報者の氏名その他通報者を特定し得る情報が通報者の同意なく当社に対
して明らかにならないような体制を整備しております。また、当該内部通報制
度及び当社就業規則において、通報者は、内部通報を行ったことにより、不利
益な取り扱いを受けない旨が定められており、当事業年度において、当該定め
は遵守されております。

本事業報告の記載金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年12月31日現在）

（単位：千円）
科目 金額 科目 金額

（資産の部）

流動資産

現金及び預金

売掛金

商品

仕掛品

繰延税金資産

その他

固定資産

有形固定資産

建物

工具、器具及び備品

無形固定資産

その他

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

敷金及び保証金

その他

貸倒引当金

3,511,581

2,734,272

564,937

6,488

9,611

38,854

157,417

472,358

96,831

40,447

56,384

77,600

77,600

297,925

95,615

33,882

158,749

18,816

△9,138

（負債の部）
流動負債 851,921

買掛金 11,340
未払金 246,000
未払法人税等 174,525
未払消費税等 92,362
賞与引当金 45,526
ポイント引当金 1,712
その他 280,452
固定負債 6,309

資産除去債務 5,662
繰延税金負債 647

負債合計 858,230
（純資産の部）

株主資本 3,097,015
資本金 232,197
資本剰余金 220,646
利益剰余金 2,645,027
自己株式 △856
その他の包括利益
累計額 3,588

その他有価証券
評価差額金 3,588

新株予約権 13,766
非支配株主持分 11,338

純資産合計 3,125,708
資産合計 3,983,939 負債・純資産合計 3,983,939

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自　平成28年 1 月 1 日
至　平成28年12月31日）

（単位：千円）
科目 金額

売上高 5,366,573
売上原価 507,929
売上総利益 4,858,643

販売費及び一般管理費 4,343,167
営業利益 515,476

営業外収益
受取利息 201
クーポン失効益 17,605
補助金収入 11,501
違約金収入 32,866
投資事業組合運用益 2,293
その他 600 65,068

営業外費用
為替差損 1,100
投資有価証券評価損 4,800 5,900
経常利益 574,644

特別損失
減損損失 347,752 347,752
税金等調整前当期純利益 226,891
法人税、住民税及び事業税 205,357
法人税等調整額 876 206,233
当期純利益 20,657
非支配株主に帰属する当期純損失
（△）

△7,742

親会社株主に帰属する当期純利益 28,399
（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自　平成28年 1 月 1 日
至　平成28年12月31日）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 232,067 217,067 2,616,627 △856 3,064,906
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 129 129 259
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 28,399 28,399
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 3,449 3,449
株主資本以外の項目の
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 129 3,579 28,399 － 32,108
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 232,197 220,646 2,645,027 △856 3,097,015

その他の包括利益累
計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 4,085 4,085 13,766 16,530 3,099,288
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 259
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 28,399
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 3,449
株主資本以外の項目の
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 ( 純 額 )

△496 △496 － △5,192 △5,689

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △496 △496 － △5,192 26,419
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,588 3,588 13,766 11,338 3,125,708

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成28年12月31日現在）

（単位：千円）
科目 金額 科目 金額

（資産の部）
流動資産

現金及び預金
売掛金
仕掛品
前払費用
繰延税金資産
その他
固定資産
有形固定資産

建物
工具、器具及び備品
無形固定資産

ソフトウエア
投資その他の資産

投資有価証券
関係会社株式
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
敷金及び保証金
その他
貸倒引当金

3,315,966
2,641,538

564,392
9,611

36,752
38,854
24,818
500,007
96,831
40,447
56,384
77,600
77,600
325,575
95,615
29,781
1,669
1,976

33,882
156,849
14,939

△9,138

（負債の部）
流動負債 695,928

未払金 228,761
未払費用 83,952
未払法人税等 173,375
未払消費税等 92,362
前受金 21,600
預り金 37,850
前受収益 13,764
賞与引当金 44,261
固定負債 2,732

資産除去債務 2,732
負債合計 698,660

（純資産の部）
株主資本 3,099,958
資本金 232,197
資本剰余金 217,197

資本準備金 217,197
利益剰余金 2,651,421

その他利益剰余金 2,651,421
繰越利益剰余金 2,651,421

自己株式 △856
評価・換算差額等 3,588

その他有価証券評価
差額金 3,588

新株予約権 13,766
純資産合計 3,117,313

資産合計 3,815,974 負債・純資産合計 3,815,974
（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自　平成28年 1 月 1 日
至　平成28年12月31日）

（単位：千円）
科目 金額

売上高 4,927,219
売上原価 355,717
売上総利益 4,571,502

販売費及び一般管理費 3,997,635
営業利益 573,867

営業外収益
受取利息 183
違約金収入 32,866
投資事業組合運用益 2,293
補助金収入 8,351
その他 439 44,133

営業外費用
為替差損 1,100
投資有価証券評価損 4,800 5,900
経常利益 612,099

特別損失
減損損失 29,457
関係会社株式評価損 371,192 400,649
税引前当期純利益 211,450
法人税、住民税及び事業税 205,067
法人税等調整額 1,018 206,085
当期純利益 5,364

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自　平成28年 1 月 1 日
至　平成28年12月31日）

(単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越

利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 232,067 217,067 217,067 2,646,056 2,646,056
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 129 129 129
当 期 純 利 益 5,364 5,364
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額(純 額)

当 期 変 動 額 合 計 129 129 129 5,364 5,364
当 期 末 残 高 232,197 217,197 217,197 2,651,421 2,651,421

株主資本 評価・換算
差額等 新 株

予 約 権
純 資 産
合 計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △856 3,094,335 4,085 4,085 13,766 3,112,186
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 259 259
当 期 純 利 益 5,364 5,364
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額(純 額) △496 △496 － △496

当 期 変 動 額 合 計 － 5,623 △496 △496 － 5,126
当 期 末 残 高 △856 3,099,958 3,588 3,588 13,766 3,117,313

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

平成２９年２月８日
株式会社　リ ブ セ ン ス

取　締　役　会　　　　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 瀬 戸 　 卓 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 浅 井 則 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社リブセン
スの平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの連結会計年度の連
結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リブセンス及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

平成２９年２月８日
株式会社　リ ブ セ ン ス

取　締　役　会　　　　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 瀬 戸 　 卓 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 浅 井 則 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社リ
ブセンスの平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの第１１期事
業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。

－ 28 －

個別会計監査報告
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 29 －
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監査役会の監査報告書
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年1月1日から平成28年12月31日までの第11期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報
の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締
役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以
上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検
討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。

－ 30 －
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２．監査の結果
　（１） 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　　　　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相

当であると認めます。
（３） 連結計算書類の監査結果

　　　　　　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相
当であると認めます。

平成２９年２月１３日
株式会社リブセンス　監査役会

常勤監査役 江 原 準 一 ㊞
社外監査役 尾 崎 　 充 ㊞
社外監査役 吉 澤 　 尚 ㊞

以　上

－ 31 －
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由
　平成27年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第
90号）により、会社法の条文の項数が変更されましたので、現行定款第33条
（監査役の任期）第３項に所要の変更を行うものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案
（監査役の任期） （監査役の任期）
第33条　（条文省略）

２　（条文省略）
３　会社法第329条第２項に基づき

選任された補欠監査役の選任決議
が効力を有する期間は、選任後4
年以内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主総会
終結の時までとする。

４　（条文省略）

第33条　（現行どおり）
２　（現行どおり）
３　会社法第329条第３項に基づき

選任された補欠監査役の選任決議
が効力を有する期間は、選任後4
年以内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主総会
終結の時までとする。

４　（現行どおり）

－ 32 －

定款一部変更の件
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第２号議案　取締役５名選任の件
　取締役全員（４名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、今後の事業拡大に向けた経営基盤の強化を図るため取締役１名を
増員することとし、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式数

1
む ら

村
か み

上
た

太
い ち

一
(昭和61年10月27日)

平成18年２月 当社設立代表取締役社長（現
任） 13,744,600株
事業部門及び管理部門を所管

2
な か

中
ざ と

里
 

　
もとい

基
(昭 和5 0年8月4日)

【新任】

平成13年４月 プライスウォーターハウスクー
パースコンサルタント(株)（現
日本アイ・ビー・エム(株)）入
社

0株

平成15年８月 マーサー・ヒューマン・リソー
ス・コンサルティング(株)（現
マーサージャパン(株)）入社

平成18年５月 (株)コーポレイト ディレクショ
ン入社

平成22年４月 (株)企業再生支援機構入社
平成23年３月 会 津 乗 合 自 動 車(株)取 締 役

（(株)企業再生支援機構から派
遣）

平成26年８月 当社入社
平成27年１月 当社経営企画部長
平成28年４月 当社経営推進部長（現任）

－ 33 －

取締役５名選任の件
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候 補 者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式数

3
ほ ん

本
だ

田
ひ ろ

浩
ゆ き

之
(昭和35年10月30日)

昭和59年４月 (株)リクルート（現(株)リクル
ートホールディングス）入社

13,900株

平成12年４月 同社執行役員次世代事業開発担
当

平成17年４月 同社取締役兼常務執行役員
51job, Inc.Director

平成20年４月 同社取締役兼専務執行役員
平成24年６月 同社顧問
平成25年４月 (株)オルトプラス顧問
平成25年７月 同社取締役（現任）

(株)ジーニー取締役
平成26年３月 当社取締役（現任）
平成26年10月 (株)ダブルスタンダード取締役

（現任）

4
た ん

淡
な わ

輪
け い

敬
ぞ う

三
(昭和27年９月19日)

【新任】

昭和53年４月 日本鋼管(株)（現JFEホールディ
ングス(株)）入社

0株

昭和62年７月 マッキンゼーアンドカンパニー
東京オフィス入社

平成９年７月 タワーズワトソン(株)代表取締
役社長

平成19年２月 (株)キトー取締役（現任）
平成19年６月 インヴァスト証券(株)監査役
平成22年６月 曙ブレーキ工業(株)監査役（現

任）
平成26年３月 (株)ZMP監査役（現任）
平成26年９月 公益財団法人WWFジャパン代

表理事副会長（現任）
平成27年６月 インヴァスト証券(株)取締役

（現任）
平成28年３月 (株)ツバキ・ナカシマ取締役（現

任）

－ 34 －

取締役５名選任の件
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候 補 者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式数

5
い け

池
だ

田
 

　
じゅん

純
(昭和51年1月23日)

【新任】

平成12年４月 住友商事(株)入社

0株

平成13年10月 (株)博報堂入社
平成17年９月 (有)プラスＪ代表取締役社長
平成19年１月 (株)ディー・エヌ・エー入社
平成21年４月 同社執行役員マーケティング・

コミュニケーション室長
平成22年４月 (株)エブリスタ代表取締役社長
平成23年12月 (株)横浜DeNAベイスターズ代

表取締役社長
平成28年６月 (株)大戸屋ホールディングス取

締役（現任）
平成28年12月 公益社団法人日本プロサッカー

リーグ特任理事（現任）
（注）　１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．本田浩之氏、淡輪敬三氏及び池田純氏は、社外取締役候補者であります。
３．(1)本田浩之氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が有する経営者としての豊富な経

験と幅広い見識を当社経営に活かしていただくためであります。
(2)淡輪敬三氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が有する経営者としての豊富な経

験と幅広い見識を当社経営に活かしていただくためであります。
(3)池田純氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が有する経営者としての豊富な経験

と幅広い見識を当社経営に活かしていただくためであります。
４．本田浩之氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の

時をもって３年となります。
５．当社は、本田浩之氏を東京証券取引所が定める独立役員として同取引所に届け出ており、

同氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員とする予定であります。また、淡輪敬
三氏及び池田純氏はいずれも東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たして
おり、両氏が選任され就任した場合は、独立役員とする予定であります。

６．当社は、本田浩之氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、会社
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であり、
本田浩之氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。ま
た、淡輪敬三氏及び池田純氏が選任され就任した場合は、両氏との間で同様の責任限定契
約を締結する予定であります。

以　上

－ 35 －
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株主総会会場ご案内図

会場：東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号
エビススバルビル「EVENT SPACE EBiS303」
カンファレンススペースABC（５階）

至渋谷至渋谷

至品川

至中目黒 至青山

西口

東
京
メ
ト
ロ
日
比
谷
線

　
　
恵
比
寿
駅

喫茶店
ルノアール

三菱東京ＵＦＪ
銀行

東
口

恵
比
寿
Ｍ
Ｆ
ビ
ル

あいおい
ニッセイ
同和損保

恵比寿
ガーデン
プレイス

至白金

Ｊ
Ｒ　
恵
比
寿
駅

総会会場
エビススバルビル
「EVENT SPACE EBiS303」
カンファレンススペースABC（５階）

階
段

階
段

エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー

ロータリー

交番

みずほ
　　銀行

東急不動産
　恵比寿ビル

恵比寿ビジネスタワー
ウノサワ東急ビル

＜交通のご案内＞
JR 恵比寿駅東口・東京メトロ日比谷線 恵比寿駅より徒歩約５分

＜その他のご案内＞
会場内にお飲み物（お茶等）のご用意は予定しておりますが、
お食事等はご用意しておりません。予めご了承ください。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




